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〔
告

示
〕

〇
危
険
物
の
規
制
に
関
す
る
技
術
上
の
基
準

の
細
目
を
定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
総
務
三
六
〇
）

〇
石
油
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト
等
特
別
防
災
区
域
に

係
る
区
域
の
指
定
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
・
経
済
産
業
二
）

〇
石
油
パ
イ
プ
ラ
イ
ン
事
業
の
事
業
用
施
設

の
技
術
上
の
基
準
の
細
目
を
定
め
る
告
示

の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
・
経
済
産
業
・
国
土
交
通
一
）

〇
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
処
理
す

る
場
合
に
お
け
る
保
管
金
取
扱
規
程
等
の

特
例
に
関
す
る
省
令
第
二
条
第
一
項
及
び

第
三
項
に
基
づ
き
同
条
第
一
項
に
規
定
す

る
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
各
省
各
庁
の
長

が
保
管
す
る
現
金
及
び
同
条
第
三
項
に
規

定
す
る
財
務
大
臣
が
指
定
す
る
歳
入
歳
出

外
現
金
出
納
官
吏
を
指
定
す
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
財
務
二
六
二
）

〇
高
等
学
校
卒
業
程
度
認
定
試
験
規
則
第
五

条
第
五
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
知
識
及
び

技
能
に
関
す
る
審
査
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
告
示
（
文
部
科
学
一
二
七
）

〇
変
圧
器
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上

に
関
す
る
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
機
器
等
製
造

事
業
者
等
の
判
断
の
基
準
等
の
一
部
を
改

正
す
る
告
示
（
経
済
産
業
一
二
七
）

〔
官
庁
報
告
〕

国
家
試
験

第
五
十
五
回
社
会
保
険
労
務
士
試
験
合
格
者

（
厚
生
労
働
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁犯

罪
被
害
財
産
支
給
手
続
開
始
決
定
、
建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

中
日
本
高
速
道
路
株
式
会
社
料
金
の
額
及

び
徴
収
期
間
の
変
更
、
税
理
士
登
録
者
、

日
本
弁
護
士
連
合
会
懲
戒
処
分
関
係

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
失
効
、
行
旅
死
亡
人
、

農
業
協
同
組
合
法
第
六
十
四
条
の
二
の
届

出
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告




		2024-01-23T12:00:08+0900
	C＝JP,O＝Japanese Government,CN＝Ministry of Finance
	NationalPrintingBerau
	国立印刷局より署名済み


	



